
１　はじめに

本研究では、マーケティングにおける CSR（企業
の社会的責任）の知覚についての研究レビューを行う。
2015 年９月に国連総会で採択された SDGs は CSR と
関連が深く、その言葉の一般層への浸透とともに、実
務的にもその重要性が増加している。電通 （2022）に
よると日本における SDGs の認知率は、2018 年の
15% から 2022 年に 86% から上昇しており、一般の人々
に浸透しているといえる。このような潮流は、マーケ
ティング分野でも同様で、例えば Kotler et al. （2010）
が提唱したマーケティング 3.0 では、目的を「世界を
よりよい場所にすること」として社会志向が強調され
ている。

それではマーケティングにおける関心として、CSR
を実施することで、ブランド価値、そして企業の収益
に影響を与えることができるだろうか。既存研究にお
いて CSR 施策と企業価値の正の関係性については、
様々な研究で実証されている （Orlitzky et al., 2003; 

Bhattacharya and Sen, 2004; Pomering and Johnson, 
2009; Servaes and Tamayo, 2013）。大きな傾向とし
ては、強くはないが正の関係があるとされている（Sen 
and Bhattacharya, 2001）。それでは、その関係性に
はどのようなメカニズムがあるのであろうか。それを
考えるうえで企業と消費者の関係性を理解する必要が
ある。

マーケティングにおける CSR の研究には様々な種
類がある中で 1、この研究では、企業と消費者の関係
性を把握して CSR 施策のマーケティング的な側面の
有効性を理解するために、CSR がどのように知覚さ
れているかに焦点をあてる。消費者行動論の概念を
使った CSR の研究は多く存在するが、認知プロセス
上で CSR の知覚を整理した研究はない。そこで本研
究では、図１に示した消費者行動論における認知プロ
セスにおいて 2、CSR の知覚とその前提としての CSR
の認識の範囲を中心として、既存研究のレビューを行
う。
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1  マーケティング分野における CSR の関心は、ソーシャル・マーケティングにおいてどのような手法があるかや、実際にどのように CSV（Creating 

Shared Value）を行っていくかなどのマーケティング戦略的な視点、またエシカル消費、ソーシャル・コンシューマー、グリーン・コンシューマー

などの消費行動に焦点があたることが多い。前者については例えば Kotler and Lee（2005）、後者については大平（2019）を参照。
2  消費者行動論における一般の情報処理プロセスとしては、Howard and Sheth（1969）; Bettman（1979）; Petty and Cacioppo（1986）; Howard（1994）

がよく使われるが、この研究では CSR 活動と一般のマーケティング活動を分けて単純化されたものを利用している。

CSRの消費者知覚についての研究レビュー

図 1　本研究のレビューのフレーム
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２　CSRと個人特性

まず CSR と消費者の個人特性についてレビューを
行う。マーケティング戦略においては , 例えばセグメ
ンテーションとターゲティングをする際に、この理解
が必要になる。

2.1　CSR への関与
関与は社会心理学を出自として （Sherif and Sargent, 

1947）、消費者行動論で重要な概念のひとつである。
CSR に直接関連するものとしては、消費者が自分に
とって個人的に関係のある社会的大義（コーズ）につ
いての関与であるコーズ関与がある（Grau and Folse, 
2007）。コーズ関与は、CSR 施策への肯定的態度、参
加意思、企業への態度を高めることが示されている

（Gupta and Pirsch, 2006; Barone et al., 2007; Grau and 
Folse, 2007）。Bigné-Alcañiz et al. （2010）では、企業
とコーズの適合度から購買意図、非営利組織の支持へ
の調整変数であること、また Choi （2020）では、企
業とコーズの適合度から CSR 施策への態度の調整変
数としての役割があることが示されている。

コーズ関与に関しては、その程度がどのように形成
されるかではなく、外生的に与えられた変数としてい
る研究が多い。それでは、どのような要因が、コーズ
関与を高めるだろうか。これらについてはコーズ関与
そのものではないが、類似のものとしてエシカル消費
の研究で、エシカル消費の性向と個人属性の関係性が
研究されており、代替的に考えることができよう。大
平（2019）では、エシカル消費についての包括的なレ
ビューが行われている。例えば、ソーシャル・コン
シューマーについては、様々な研究を概観した結果、
都会に住み、高収入であり、職業や社会的な地位が高
い傾向があると述べている。学歴や収入が有意ではな
い研究もあるが（Laroche et al., 2001）、概して言えば、
高学歴・高収入が関連しているといえるだろう。

2.2　CSR への懐疑
CSR と消費者行動について、一般の消費者行動論

と比べて特徴的なものとして、CSR に対して懐疑的
主義な性向がある。懐疑的主義な性向が CSR 施策に
対してネガティブに影響していることが研究では着目
される。

Skarmeas and Leonidou（2013）では、企業の CSR

への動機の感じ方によって、CSR に懐疑的な性向が
異なることを示した。企業が CSR を行う動機として、

（a）純粋なコーズに対する動機、（b）コーズをサポー
トしながらビジネスの目的も果たす動機、（c）企業の
エゴイスティックな動機、（d）投資を集める必要性
からの動機の４つに分類して、CSR への懐疑性は、（a）
が負に、（c）と（d）が正に影響することを、小売店
の寄付のシナリオを使った実験研究で示した 3。また 
Zhou and Ki（2018）は、CSR への関与が懐疑心を抑
制することを実験研究で示した。

このように、CSR の評価には、懐疑的な性向が関
係することが言われており、測定尺度も開発されてい
る（Mohr et al., 1998）。

2.3　消費者と企業の特徴の一致
Sen and Bhattacharya（2001）では、経営組織論に

おけるフィット理論 4 を援用して、消費者と企業の一
致度を提案した。一致度が CSR の情報（ポジティブ、
ネガティブ、情報なし）と、製品クオリティによって
変化するかを２つの実験研究のデータで分散分析を
行った。調整変数として CSR への支持を導入して、
支持する場合は、ネガティブな CSR 情報を刺激とし
た場合に、消費者と企業の一致度が下がり、企業の評
価に影響を与えることを示した。

また Lii and Lee（2012）は、CSR 評価を媒介変数
として、消費者の自己定義が企業の特性と重複する程
度である消費者と企業の同一化（Bhattacharya and 
Sen, 2003）に正の影響を与えていることを示した。
さらには消費者と企業の同一化が、ブランド態度、購
買や推奨に影響していることを示した。

これらのことは、CSR とブランド戦略と関連する
ことになる。ブランド戦略の際には、ブランド・パー
ソナリティと消費者のパーソナリティとの一致が重要
であるが（Aaker, 1997）、CSR 戦略でも、同様に消費
者のパーソナリティとの一致が重要になる。

３　CSR施策の認識

CSR 施策の効果は、消費者が CSR 施策を認識して
いるときのみに得られる 5。換言すれば、その効果は 
CSR 施策の認識に依存している（Rhou et al., 2016）。
マーケティングでは、プロモーション戦略に関係が深く、
特に広告がその重要な役割をもっている （McWilliams 

3  （b）は有意でなかった。
4   詳細については Chatman（1989）を参照。
5  ここでは、awareness の訳語として「認識」を採用している。マーケティングにおいては awareness を「認知」と訳することが多い（例えば brand 

awareness をブランド認知など）。消費者行動論においては cognitive、consciousness や recognition も「認知」と訳されることが多いが、本研究では

活動を知っているという意味で、一般的ではないが、区別をつけるために認識を採用している。
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and Siegel, 2001）。CSR 施策への認識は成果の前提に
なるが、多くの研究では、一般のほとんど消費者は
CSR 施策に注意を払わないことが指摘されている

（Boulstridge and Carrigan, 2000; Sen et al., 2006; 
Fatma and Rahman, 2015）。Pomering and Dolnicar 

（2009）では、オーストラリアの銀行を対象に、銀行
の経営者を対象とした定性調査と、消費者を対象とし
た定量調査を行った結果、消費者の CSR 施策に対す
る認識が低いことを示した。Hartmann et al.（2013）
では、ドイツの豚肉の購買において、CSR 施策に注
意を払わないが今後重要であることを述べている。
Maignan （2001）では、CSR の研究で、消費者は製品
メーカーの社会的責任の実績を知っていると仮定して
いるが、実際には消費者はほとんど認識をしていない
可能性があると指摘している。このように一般の消費
者においては、多くの場合、CSR へ注意を払ってい
ないだろう。

その理由については、Auger et al. （2003）では、
多くの消費者は CSR メッセージに深く関わるために
必要な事前の問題意識を持っていないことを指摘して
いる。その結果、Petty and Cacioppo（1986）の精緻
化見込みモデルにおいては、関与が高い場合は認知的
な情報処理を行い（中心的ルート）、低い場合は本質
的ではない情報を手掛かりにするが（周辺的ルート）、
CSR への関与の低さの結果、周辺的なルートを辿る
ことになる （Browning et al., 2018）。

CSR の認識の状態を考えると、認識がない状態と
ある状態があり、さらには認識がある状態でも、その
多寡があるといえよう。Wigley（2008）では、CSR 
の認識が購買意図と関係するかを検証する実験研究を
行った。ある企業の CSR に関するニュースと関係な
いニュースを送付するグループに予め分けて、ニュー
スの送付後１週間後にその企業の購買意図を測定し
た。その結果、CSR の認識が消費者のブランド知識
になり購買意図に影響することを示した。Lee and 
Shin（2010）では、韓国における消費者の CSR の認
識と、購買意図の関係性を分析し、正の関係性がある
ことを示している。つまり、CSR の認識の多寡によっ
て、消費者の理解を進め、ポジティブな成果があると
いえる。

４　CSRの知覚

CSR の定義はステークホルダー、そして研究者間
でもコンセンサスを得ておらず、様々な見解がある 6。
CSR の定義は操作的かつ抽象的な場合が多く、消費
者が理解している CSR は異なるだろう。マーケティ
ングにおいては消費者視点で、どのように CSR が知
覚されているかが重要になる。消費者行動における知
覚は、消費者にとって外部からの情報を受け取り、そ
れをカテゴリー化し、さらにその意味を解釈する消費
者行動の重要な起点をなしている（田中 , 2008）。知
覚を CSR 上で考えることの意義は、ブランディング
や全体戦略とのフィットを考える際に重要になる。

一般の消費者は、CSR という概念があまりに広範
かつ複雑であるため、精緻化できておらず、適切にカ
テゴリー化して理解することができない （Freeman et 
al., 2010）。その点で、CSR を１次元ではなく多次元
で捉えているといえる（Quazi and O’Brien, 2000）7。
ここでは、消費者は、どのようなカテゴリーで CSR 
を分類しているかをみていく。

4.1　Carroll （1979）の４つの次元
CSR の多次元性については、Carroll（1979）が嚆

矢的な研究として有名である。この研究では CSR に
関して、社会の経済単位として製品・サービスを供給
する義務がある（１）経済的責任、法や規制のもとで
ルールを守って経済活動を行うべきという（２）法律
的責任、法律には規定されていないが企業が守るべき
という原理としての（３）倫理的責任、そして、社会
的なニーズがあるわけではない、自発的な（４）裁量
的責任の次元を提唱している。後に Carroll（1991）
では、（４）の裁量的責任を慈善的責任に置きかえて
いる。これらの概念は、並列というより、むしろ（１）
から（４）の順番で段階的に達成されるもので、消費
者の知覚という点を強調したものではないが、この構
成について様々な検証が行われている。

Maignan（2001）では、消費者の知覚に焦点をあて
るため、Aupperle et al. （1985）; Maignan and Ferrell

（2000）の２つを参考にして質問項目を作り、Churchill, 
Jr.（1979）で提案されている尺度作成の手順で精緻化
して、米独仏の消費者を対象に、国別の比較をしなが
ら分析を行っている。探索的因子分析の結果、３つの

6  定義については様々な見解がある。Sheehy（2014）は、科学的な定義アプローチである属・分・種を適用し、最小公約的に、国際的な民間企業の自

主規制としての CSR を定義している。
7  CSR の有名な企業データベースとして、民間のデータである MSCI ESG Indexes、旧 KLD データがあり、Waddock（2003）は、旧 KLD は学術研究

においての CSR の企業データとしてデファクト・スタンダードと述べている。Sen and Bhattacharya（2001）では、このデータについて、（１）コミュ

ニティ・サポート、（２）ダイバーシティ、（３）従業員のサポート、（４）環境、（５）アメリカ以外の操業、（６）製品に分けているが、消費者の知

覚に沿ったものではない。
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国で４つの責任が見出され、その構造にほとんど違い
がないことや、独仏の消費者が、米国の消費者より倫
理的責任を重視しているなどを示した。また Ramasamy 
and Yeung（2009）では、Maignan（2001）の因子構
造が、西洋と東洋では異なるかという視点で、上海と
香港で同様の調査を行った。その結果、Carroll（1979）
の４つの社会的責任を見出している。

またこれら４つの関係性については、Maignan （2001）
では、経済的責任に関して、倫理的責任、法律的責任、
裁量的責任と相関がないことを述べている。Garcia de 
los Salmones et al.（2005）では、探索因子分析を行っ
た結果、法律的責任、倫理的責任の弁別性がなく同じ
因子になり、経済的責任、倫理的・法律的責任、裁量
的責任の３次元になった。またこのうち、倫理的・法
律的責任と裁量的責任の相関があったが、経済的責任
と２つの責任がなかったことを述べている。経済的責
任については、当初から Carroll（1979）自身が述べ
ているように、企業として営利活動をするあたっての
当然の責任で消費者の視点からすると当たり前とい
え、企業業績と相関する営利活動を評価としての経済
的責任を CSR に入れるべきは議論がある （Garcia de 
los Salmones et al., 2005）。

4.2　実証的な CSR の知覚
Carroll （1979）以外でも、その一部参考にしつつも

異なるアプローチで消費者の CSR に関する知覚の多
次元性を理解しようとする研究がある。消費者に関す
る実証的な研究を中心に 4.1 節で述べた Maignan

（2001）を含めて、García de los Salmones et al. （2005）; 
Bigne et al. （2005）; Singh et al. （2007）; Alvarado and 
Shlesinger （2008）; Turker （2009）; Brunk （2010）; 
Öberseder et al. （2013, 2014）; Fatma et al. （2016）; 
Alvarado-Herrera et al. （2017）について、その CSR 
の次元と、その作成の背景として調査方法を、表１に
まとめる 8。表１の次元の分類は、同じカテゴリーで
も各研究間で、ニュアンスが違っている場合もあるが 9、 
Carroll （1979）の４次元の影響を受けている研究が多
く、それをもとに質問項目を作成している場合が多い。
ただし、García de los Salmones et al. （2005）; Alvarado 
and Shlesinger（2008）では、因子分析を行うと、倫理
と法律が同一の次元にまとめ上げられるなど 10、必ず
しも４次元になってはいない。すなわち、消費者の知
覚では、法律と倫理について、弁別性がない可能性が
ある。

また研究によって、目的が異なる部分もあり、かつ 
CSR に関する範囲の考え方と抽象度の高さが異なる。例
えば、Carroll（1979）に関連する研究よりも Öberseder 
et al.（2013）は細分化され具体度が高い。マーケティ
ング戦略の立案の際には、具体的な次元が好まれるの
で、研究の数が少ない具体性をもった次元については、
今後、さらに精緻にする必要があるだろう。また抽象
度の高い次元と低い次元がどのような関係性があるの
か、さらには具体的な CSR 施策がどの知覚の次元に
該当するのかを理解する必要がある。

表１の実証的な分析を使った知覚構成の分類では、
様々な方法の調査が使われている。表１では、最終的
な次元を作成するときに使った調査法を掲載している
が、定量調査の場合、Churchill, Jr. （1979）; Bagozzi 
et al. （1991）などの尺度作成法に基づき様々な調査を
重ねながら分析をしている。しかし１つの研究で一般
化を目指すのは、コストの面で限界がある。尺度の一
般性と有益性を示すために、調査を重ねて妥当性を示
す必要があるといえる。 

５　マーケティング戦略への示唆

この研究では、今まで統一的には論じてこられな
かった CSR と消費者行動の認知プロセスにおける認
識と知覚の部分についてレビューを行った。その結果
から、マーケティング戦略への示唆を述べる。

まず 2.1 節に述べた CSR の関与については、セグ
メントが限定的であることから、CSR をアピールし
たい場合は CSR の関与が高いと思われる学歴や収入
が高い消費者や、2.3 節で述べた CSR に関して自己像
と一致度が高い消費者をターゲットとした方が、広く
一般的な消費者を対象にするより有効といえるだろ
う。また 2.2 節で述べたような懐疑的主義的なセグメ
ント 11 をターゲットとしないことが戦略にとって重
要になる。

また３章の認識の部分で述べたように関与の低さに
関連して注意が向かず、多くの消費者については、
CSR について認識をしていないのが一般的と考えて
よいだろう。これらのことから、精緻化見込みモデル
における周辺的ルートに適応した有名人を使った広告
など CSR 施策をしなければ認識を高めることが難し
いといえる。もし中心的ルートで認知をさせたいなら
ば、人的販売などの説得的なコミュニケーションの際
にアピールをする、製品・サービスの使用時に CSR

8  表１では、複数の調査を重ねているものも多く、論旨の結論に使われた調査についてのみ記載している。
9  例えば、「社会」に関しては、研究によっては環境問題を含む場合がある。
10 因子分析の結果から、１つになっている。
11 Webb and Mohr（1998）では、CSR に関するセグメンテーションにおいて懐疑主義のセグメントを設定している。
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を認識させる工夫などが必要になる 12。
そして、４章の知覚に関しては、この研究で明らか

にしたように、研究者間でも、CSR の知覚の範囲が
異なっており、どの構成を採用するかは問題として残
るが、消費者は CSR を多次元で捉えていることから、
実行しようとする CSR 施策がどの次元の知覚に関係
するかを理解する必要があるだろう。もし CSR 施策
があいまいな知覚をもたらす場合、消費者にとって分
かりにくくアピールできないことになる。さらに競争
市場で差別化をもたらす CSR 施策をしたい場合は、
ポジショニングの面で知覚差異を考慮する必要がある
といえる。

６　おわりに

本研究の貢献は、ミクロな事象である消費者につい
て CSR との関係性を認知プロセスの視点から知覚の
部分について新たに整理し、今後のマーケティングへ
の示唆をしたことである。マーケティングにおいては、
消費者を理解することが重要であり、今後の CSR 戦
略において、この理解が鍵となるだろう。

今後の研究の方向性としては、今回のレビューの範
囲は認知プロセスの一部分に過ぎないので、さらに広
範に拡張してレビューをすることが必要になる。また
今回の示唆に対しては、環境が変化して消費者自身が
変化している側面もあるので、ケース・スタディや実
証分析を重ねて検証していくことを今後の課題とす
る。
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